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はじめに
　不法行為損害が発生すると、加害者はその賠償責任を負う。わが国と同
様にアメリカにおける賠償の方法は一括賠償（lump-sum compensation）
であり、その対象に逸失利益も含まれている（1）。
　しかし、薬害など製造物の瑕疵は、疾病の原因と発症に時間差が発生す
る特性がある。アスベスト被害がその例であり、アスベストを原因とする
疾病発症には長期の潜伏期間を必要とする。そのため、将来被るであろう
損害額の算定が困難となる。他にも瑕疵ある薬品の服用により、将来確実
に疾病が発症すると疫学的に証明されていたとしても、正確な医療費およ
びそれに関連する経費がどの程度必要とされるのかは不明である。また、
一括賠償の方法であれば、不法行為損害と加害者の賠償額が不整合になる
ことも考えられる（2）。逸失利益が算定されたとしても、インフレーション
など経済変動や個人の諸事情により、将来に必要な賠償額が必ずしも適切
とはならないからである。とりわけ被害者が多数となる大規模不法行為に
おいては、損害賠償の担保の問題が加わることで、被害者への損害賠償が
困難となる。製造物瑕疵を発生させた加害者である法人が、多額な損害賠
償債務の履行のために将来清算されるおそれもある。さらに、被害者が一
括して賠償を受けると浪費することも指摘される（3）。一括賠償の方法はさ
まざまな問題に直面するのである。
（1）　Christopher J. Bruce, Four Techniques for Compensating Tort Damages, 21 U. W. 
ONTARIO L. REV. 1, 9 （1983）.
（2）　Adam F. Scales, Against Settlement Factoring ? The Market in Tort Claims Has Arrived, 
2002 WIS. L. REV. 859, 862 （2002）.
（3）　John Fleming, Damages: Capital or Rent ?, 19 U. TRONTO L. J. 295 （1969）.
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　それでは、全損害を一定額に分割して定期的に賠償する方法により、一
括賠償で生じる問題に対処することはできないのか。近時アメリカでは不
法行為による人身損害に対して、定期金賠償（structured settlement）が
行われている。交通事故による重度後遺障害者の介護料を定期金賠償で塡
補するのである（4）。そこで、本稿は不法行為損害賠償の方法として有効性
が推定される定期金賠償につき、その成立背景を分析するとともに、その
内容と構造について検討を加える。次に定期金賠償を巡る問題を抽出し、
その対応がいかなるものかを検討する。そして最後に、大規模不法行為事
案における定期金賠償の適用可能性について考察する。
一　定期金賠償の意味と成立背景
　定期金賠償は、不法行為人身損害賠償を請求する被害者が複数年にわた
り賠償を受ける旨の和解により成立する（5）。アメリカではコモン・ローの
伝統から、一括賠償以外の損害賠償は認められていなかった（6）。しかし定
期金賠償は将来の特定期間において一定の金額が継続的に支払われること
を意味し、将来の医療費のみならず若年者の教育費をも包含する利点をも
つ（7）。
　定期金賠償のために、まず加害者は生命保険会社と一時払い年金
（annuity）保険契約を締結し、損害保険会社が支払う賠償責任保険金をそ
の原資に充てることになる。次に和解で示された計画にしたがって当該年
金が生命保険会社から支払われる（8）。具体的には、人身被害の加害者は被
（4）　佐野誠「人身事故損害賠償における定期金払いについての一考察－米国における
Structured Settlements制度について－」保険学雑誌第570号132頁 （2000）。
（5）　Note, Structured Settlements: The Assignability Problem, 9 S. CAL. INTERDISC. L. J. 465, 
467 （2000）.
（6）　Bruce, supra note 1, at 9.
（7）　Note, Resolving The Modern Day Esau Problem Amongst Structured Settlement 
Recipients, 40 HOFSTRA L. REV. 517, 523 （2011）.
（8）　Id. at 524.
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害者との間で損害賠償に関する条項を含む和解を締結する。この和解に
は、賠償責任保険者である損害保険会社が加害者の賠償債務を免責的に引
受けることについて、被害者が合意することも含まれている。そして、加
害者、被害者および生命保険会社の子会社である債務引受会社との三者間
で、損害保険会社の損害賠償債務を免責し、債務引受会社が被害者へ年金
を支払うことの合意を行う。損害保険会社は債務引受会社に一時払い保険
料相当額の賠償責任保険金を支払うことにより賠償債務が免責され、当該
債務が債務引受会社に引受けられることになる。債務引受会社は生命保険
会社との間で一時払い年金保険契約を結ぶ。生命保険会社は債務引受会社
の指示により、定期金賠償を年金形式で被害者に支払うことになる（9）。こ
の構造的な方法により、被害者は終身にわたり収入を確保することが可能
になるのである（10）。
　年金による定期金賠償の方法は、1960年代のサリドマイド（Thalidomide）
被害訴訟の和解において用いられた。同剤は1957年に当時の西ドイツの
製薬会社であるグリュネンタール社が開発した鎮静・睡眠剤であり、つわ
り止めとしても使用された。アメリカでは連邦食品医薬品局（Food and 
Drug Administration: FDA）が、胎児への影響についてのデータが不在で
あるとして認可しなかった。一方、西ドイツ、イギリス、カナダ、そして
わが国では同剤が認可されたが、妊娠初期に服用した母親から出生した児
に奇形が認められた（11）。グリュネンタール社はカナダとアメリカでの独占
販売権をリチャードソン・メリル社（Richardson-Merrill）に与えていた。
（9）　新谷昌弘「英米の定期金賠償について」交通法研究第44号97頁（2016）。
（10）　Adam F. Scales, Against Settlement Factoring ? The Market in Tort Claims Has 
Arrived, 2002 WIS. L. REV. 859, 865 （2002）.
（11）　アメリカにおいては連邦食品薬品局がサリドマイドを認可していないにもかか
わらず、1,000人以上の医師に渡され、250万タブレットが約２万人の患者に処方
されている。そのうち624人が妊婦であった。See, Max Sherman, Steven Strauss, 
Thalidomide: A Twenty-Five Year Perspective, 41 FOOD DRUG COSM. L.J. 458, 463 
（1986）. わが国でも1962年にサリドマイド系睡眠薬の危険性が指摘され、製造元で
ある大日本製薬が回収している。朝日新聞1962年５月17日夕刊７頁。
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しかし同社はサリドマイド被害賠償を目的とする賠償責任保険契約を損害
保険会社との間で締結していなかった。サリドマイドによる被害を発症し
た子供をもつカナダ在住の二組の両親は、同社との間で一定額の年金を受
取る旨の和解を行い、同社はカナダの生命保険会社との間で年金保険契約
の締結をした（12）。サリドマイド事件では行われていなかったものの、将来
発生の蓋然性をもつ薬害への損害賠償に対処するためには、薬品製造者は
賠償責任保険を備える必要がある。しかし、当該保険金は加害者を金銭的
に助力するものであり、薬害への損害賠償のための必要条件であるが、必
ずしも被害者救済を満足させる十分条件とはならない。生存する被害者が
必要とするのは、損害の補填が不完全であるとしても生涯にわたる補償だ
からである。したがって、年金保険が被害者救済の要となるのである（13）。
　カナダにおけるサリドマイド被害での定期金賠償を受けて、カナダ以外
でも将来の損害への賠償確保の必要性が認識され、コモン・ローの一括賠
償という伝統に定期金賠償が加えられた（14）。アメリカでは1950年代から医
療過誤事案で定期的な賠償方法が用いられていた（15）。この経緯を踏まえて
ワシントン州では、将来に損害が発生するか否かを問わず、身体に生涯
にわたる障害があれば年金の形式で賠償の支払いを認める立法がなされ
た（16）。その他のコモン・ロー諸国では、1970年代にニュージーランドが定
期金賠償を認めたのである（17）。
二　内国歳入法の改正による塡補賠償の課税対象からの除外
　被害者の損失を補填するために、不法行為の塡補賠償額は現在価値で算
（12）　Carl Wymore, Annuities to Settle Cases, 42 INS. COUNSEL J. 367, 374 （1975）.
（13）　Scales, supra note 10, at 865.
（14）　Samuel A. Rea. Jr., Lump-Sum versus Periodic Damage Awards, 10 J. LEGAL STUD. 
131, 132 （1981）.
（15）　Tom Elligett, The Periodic Payment of Judgments, 46 INS. COUSEL J. 130 （1979）.
（16）　WASH. REV. CODE ANN. § 4.56.240.
（17）　G. W. R. Palmer, Accident Prevention in New Zealand: The First Two Years, 25 AM. J. 
COM. L. 1 （1977）.
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定される（18）。不法行為損害賠償が課税されると、実際に被害者の受取る塡
補額は減少する。そこで損害塡補の金銭的完全化を求めて免税措置が必要
となる。とりわけ定期金賠償への措置がなされれば、この賠償方法を採る
被害者も増加することが想定できる。しかし、1980年代に至るまで内国
歳入庁は塡補賠償および定期金賠償を課税対象としていたのである（19）。
　これに対して、1979年に同庁は定期金賠償を課税対象から除外する二
つの判断を示した。第一は、被害者が得る定期金賠償の額面額（nominal 
value）を総所得から除外したことである。和解を通じて加入した年金保
険は、一括賠償の投資により産まれた実際または推定上の経済的利益では
ないと判断したのである（20）。その理由として定期金賠償が債務者の利便を
考慮したにすぎず、受領者には何ら年金上の新たな権利を与えるものでは
ないと述べている（21）。第二は、和解にしたがった年金の支払を総所得から
除外したことである（22）。この判断で強調されたのは、納税者が損害賠償を
受けることで実際に利益を得ていない事実であった（23）。
　以上の内国歳入庁の判断を境にして、定期金賠償件数は急激に増加し
た。1976年には定期金賠償目的の年金保険購入が500万米ドルであり、
1979年の同購入件数は3,000件以下だったが、1983年にはその購入額が15
億米ドルとなり件数が1万5,000件を超えたのである（24）。
　定期金賠償件数が増加した背景には、内国歳入法（Internal Revenue 
Code）の改正も存在した。年金保険は一旦加入すると、生命保険会社に
（18）　Fowler V. Harper et al, THE LAW OF TORTS § 25.11 （2d ed. 1986）. 
（19）　Scales, supra note 10, at 867.
（20）　Rev. Rul. 79-220, 1979-2 C.B. 74.
（21）　Id.
（22）　Rev. Rul. 79-313, 1979-2 C.B. 75.
（23）　Id.
（24）　Jeremy Babener, Structured Settlements and Single-Claimant Qualified Settlement 
Funds: Regulating in Accordance with Structured Settlement History, 13 N.Y.U. J. LEGIS. 
& PUB. POL’Y 1, 19 （2010）. なお、1975年から2008年までの定期金賠償を目的とした
年金保険購入高のデータでは、1979年から1991年まで急激に伸びており、2001年に
最高額を達成した以降は横ばいとなっている。Id.
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より一定の期間定期的に損害賠償に該当する金銭給付がなされる。これに
は、被害者に将来新たな損害が発見された時に備えて加害者の賠償責任を
軽減化させるという利点があった（25）。これに加えて税法上の優遇措置も備
えることも目的として、債務引受会社によるロビー活動が展開されたので
ある（26）。
　1982年になると連邦議会は人身損害賠償を課税対象である総所得から
除外する旨の内国歳入法第104条（a）（2）の改正を行った。この1982年法
は、人身損害や疾病発症による損害賠償において一括賠償および定期金
賠償のいずれも免税としたのである（27）。同時に、一定の人身損害賠償債
務の引受を課税対象とはしないことを認める第130条を追加した。同条は
適格債務引受（qualified assignment）による利益が適格財産（qualified 
funding assets）を超えなければ課税しないとしたのである（28）。適格債務引
受とは、不法行為人身損害および疾病に対する損害賠償としての定期金賠
償である（29）。そして適格財産とは、生命保険会社の免許を受けた会社によ
り発行される年金保険を意味している（30）。したがって、年金保険より給付
される定期金賠償は、損害保険の収益とはみなさず非課税としたのであ
る。この立法の目的は一括賠償よりも定期金賠償を促すことであった（31）。
一括賠償では生命保険会社の破綻による年金の不払いやインフレ率の考慮
がなされていなかったからである（32）。しかし学説は、第130条が単に第104
条の改正により人身損害賠償が免税となったことに対応しているに過ぎ
（25）　Richard B. Risk, Jr., Structured Settlements: The Ongoing Evolution From a Liability 
Insurer’s Ploy to an Injury Victim Boon, 36 TULSA. L. J. 865, 873-74 （2001）.
（26）　Babener, supra note 24, at 22-24.
（27）　I.R.C. § 104（a）（2）. 本規定は、人身損害および疾病への懲罰的損害賠償を除くす
べての賠償について、判決および和解を問わず課税対象から除外する。
（28）　Id. at § 130（a）.
（29）　Id. at § 130（c）.
（30）　Id. at § 130（d）.
（31）　Babener, supra note 24, at 25-27.
（32）　Id. at 26.
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ず（33）、被害者に生涯にわたる給付を目的とする多額な賠償金を請求させな
いための免税措置であると批判したのである（34）。
　内国歳入法第104条改正および第130条の制定は、不法行為人身損害の
被害者が定期金賠償により何らかの経済的利益を得ないことを前提とした
ものであった。しかし1988年に連邦議会は、第130条を担保権をもたない
一般債権者よりも大きな権利を定期金譲受人に与えると改正し（35）、内国歳
入庁も被害者は加害者による定期金給付の財源確保を目的とした信託預
金の担保権をもつと判断するに至ったのである（36）。一方で連邦議会は、定
期金賠償により受ける給付権が税法上の債権者の権利ではない（37）と述べ
て、定期金賠償を課税対象から外す旨を明示したのである。したがって、
1988年の改正は定期金賠償から発生する経済的利益を免税とする効果を
発生させることになったわけである。この効果を受けて、1990年代より
債権割引会社が不法行為被害者である定期金受給権者から当該債権を譲渡
され、それを売買（structured settlement factoring）するようになってきた。
三　定期金賠償の証券化
　定期金受給権売買は、債券割引会社が将来受給する定期金予定額から一
定額を割引き、現金で一括して受給権者に支払う方法で行われる。割引さ
れた額が債権割引会社の利益となる。1990年代初頭に定期金割引市場が
出現し、2005年には売買高が2,500億米ドルにまで成長した（38）。1997年に
は債権割引会社のJ.G. Wentworthが1億4,000万米ドルの定期金賠償を目的
（33）　Joseph W. Blackburn, Taxation of Personal Injury Damages: Recommendations for 
Reform, 56 TENN. L. REV. 661, 685 （1989）.
（34）　Margaret Mannix, Settling for Less: Should Accident Victims Sell Their Monthly 
Payouts ?, U.S. NEWS & WORLD REP., Jan 25, 1999 at 62.
（35）　Technical and Miscellaneous Revenue Act of 1988, Pub. L. No. 100-647, § 6079 （b）
（1）（B）, 102 Stat. 3342.
（36）　I.R.S. Priv. Ltr. Rul. 97-03-038 （Jan. 1, 1997）.
（37）　H.R. REP. No.100-795, at 541 （1988）.
（38）　Babener, supra note 24, at 33.
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とする年金保険を証券化して年率7.8％の利子で売却したが（39）、その後同社
は21億米ドルまで売上高を伸ばしている（40）。
　定期金割引市場の拡大を受けて1999年に、内国歳入庁は定期金賠償を
目的とする年金の売買で得た利益も内国歳入法第104条（a）（2）の免税対象
に該当すると判断した（41）。定期金賠償を媒介とすれば、債権割引益も課税
対象とはならないことを、内国歳入庁が明らかにしたのである。定期金受
給権売買により不法行為被害者である年金受給者は、年金を売却して将来
に給付される予定額よりも低い額を受領したとしても、課税対象外の精神
的満足という利益を得たことになる。しかし、定期金割引会社は実際に経
済的利益を得ているのである。1979年に内国歳入庁は定期金賠償を実際
または推定上の経済的利益ではない旨を示していたが（42）、約20年後には債
権割引によって純然たる経済的利益となっている。
　内国歳入庁の判断と並行してなされた1998年の定期金賠償保護法
（Structured Settlement Protection Act）案の審議では、売買される年金保
険に対する課税の是非を巡り議論がなされていた。不法行為被害者である
年金受給者が差迫った金銭の必要がある場合に限定して免税すべきである
との指摘がある一方で（43）、当該受給者の最大の利益（best interest）を考慮
して裁判所毎に個々に免税の認定をすべきと主張するものがあった（44）。ま
た、生命保険会社と債権割引会社との間では、年金債権の割引が裁判所に
より認定されない限り、40％の課税をする旨の合意もなされていたので
ある（45）。
（39）　Vanessa O’Connell, Like It Or Lump It: Thriving Industry Buys Insurance From 
Injured Plaintiff, WALL ST. J., Feb. 25, 1998, at A 1.
（40）　Babener, supra note 24, at 33.
（41）　I.R.S. Priv. Ltr. Rul. 1999-36-030 （Sept. 10, 1999）.
（42）　Rev. Rul. 79-220, 1979-2 C.B. 74.
（43）　H.R. 4314, 105th Cong. （2d Sess.） § 5891（b）（2） （1988）.
（44）　Leo Andrada, Structured Settlements: The Assignability Problem, 9 S. CAL. INTERDIS. L. 
J. 465, 494 （2000）.
（45）　Risk, supra note 25, at 884.
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　以上の議論を経て、2001年にテロ被害者免税法（Victims of Terrorism 
Tax Relief Act of 2001）が成立した。その第5891条には適格命令（qualified 
order）で認定されないものを除く定期金賠償の売買での収益に40％の課
税がなされる旨が定められた（46）。本法にいう適格命令とは、裁判所による
最終判断を意味している（47）。下院における審議では、本法の目的がテロ被
害者による定期金賠償の一括した現金化を保護するものであると述べられ
ていた（48）。しかし、定期金賠償譲渡の是非とその成立要件について連邦議
会が言及していない点に対して、学説から批判がなされたのである（49）。
　多くの州議会は、定期金賠償目的の年金を売買することには異論がな
く、各々の州裁判所に年金譲渡を承認する権限を与える立法を行った。そ
の結果、各々異なる基準ではあるが、裁判所が年金譲渡の承認を行う旨の
立法が47州で行われたのである（50）。ある州では年金譲渡が公平かつ相当に
行われたかが基準であり、またある州では一定の年金額を必要としてい
る（51）。年金譲渡の申立てが承認される率は95％以上という報告が示すよう
に（52）、裁判所は年金譲渡にほぼ制限を課してない。したがって、連邦およ
び州とも課税を回避しつつ年金譲渡を認める傾向であり、定期金賠償から
一括賠償への逆行を是認しているといえる。
四　大規模不法行為事件における定期金賠償の有効性
　定期金賠償の主たる目的は、将来発生する可能性のある損害への救済を
（46）　I.R.C. § 5891（b）（1）.
（47）　Id. at （b）（2）.
（48）　H.R. REP. No. 107-801, at 5 （2003）.
（49）　Laura J. Koenig, Lies, Dammed Lies and Statistics ? Structured Settlements, Factoring, 
and the Federal Government, 82 IND. L. J. 809, 818 （2007）.
（50）　Babener, supra note 24, at 39.
（51）　Id. 各州の立法については、データ的に少々古く網羅的になっていないが、See, 
Anthony H. Riccardi and Thomas R. Ireland, A Primer on Annuity Contracts, Structured 
Settlements, and Periodic-Payment Judgements, 12 J. LEGAL ECON. 1, 42-46 （2002）.
（52）　Babener, supra note 24, at 40, n. 238.
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担保するものであった。そこで定期金賠償は、薬物瑕疵やその他製造物瑕
疵など将来に損害発生が起こり得る不法行為事案においても有効性が推定
できる。とりわけ交通事故など後遺障害を発生させ、将来賃金が確実に減
少する事故事案においても同様に推定可能である。大規模不法行為におい
ては被害者数が多く、損害賠償請求が多額となることで加害者を経済的に
追詰めることをが想定され、これを回避するには定期金賠償方法が有効と
考えられよう。しかし、定期金賠償は一括賠償を年金保険で定期金化する
ことを前提にするものであり、この手法だけで大規模不法行為加害者へ賠
償という一括的経済的負担を軽減することはできない。また、定期金賠償
は個別の和解により形成されていることに留意する必要がある。
　大規模不法行為の解決に和解や調停などの裁判外紛争手続（Alternative 
Dispute Resolution: ADR）を用いるべきことは1990年代から主張されてい
た。この主張は、建築物瑕疵の請負契約違反など特定の事例において債権
者委員会が構成され、調停者を指定して定期金賠償が行われていたことを
理由とした（53）。そして、ADRを用いて大規模不法行為の解決を主張したの
である（54）。確かに、定期金賠償の前提は和解にある。そのため、大規模不
法行為と和解の関係の中で、定期金賠償を用いることを主張するのは当然
の帰結ともいえる。
　また、定期運航便の航空機事故の損害賠償では、長期にわたる逸失損害
の補填のためには定期金賠償が最適であると主張されている。第１に、被
害者個々の経済的損失が異なるため、個別の訴えによると損害賠償額に差
が発生するためである。第２に、航空機事故専門の弁護士は相対的に少数
であり、これら全てが定期金賠償の経験をもっていることである（55）。定期
（53）　Carrie Menkel-Meadow, Taking The Mass Out of Mass Torts: Reflections of A Dalkon 
Shield Arbitrator On Alternative Dispute Resolution, Judging, Neutrality, Gendeer, And 
Process, 31 LOY. L.A. L. REV. 513, 527 （1998）.
（54）　Id. at 531.
（55）　Randy Dyer, Structured Settlements: An Effective Way to Resolve Airline Litigation, 
2003 ISSUES AVIATION L. & POL’Y 22,221, 22,222 （2003）.
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運航便事故は大規模事故の典型例といえるが、定期金賠償をあえて考慮し
なくても、クラス・アクションにより損害賠償を請求すれば多数の当事者
に対して一定の公平な損害賠償額が担保されるはずである。またクラス・
アクションの提起でなくても、広域係属訴訟手続により特定の連邦裁判所
でプレ・トライアル手続が併合されることになれば、第１で指摘される問
題は定期金賠償でなくても回避できることになる。第２の少数の弁護士の
みが定期金賠償を熟知しているという事実は、当該方法の普遍化を妨げる
要因となる疑問が残る。また、大規模不法行為の場合には少数の弁護士に
より定期金賠償の依頼を処理できるかも疑問となるとともに、少数の弁護
士のみに依頼することは独占的利益を彼らに与える結果につながる危険性
も想定される（56）。
　定期金賠償は、賠償期間である年金支払期間を自由に設定できる利点が
あるが、概ね次の期間で行われている。第１が被害者に対する生涯給付型
である。第２が夫婦の両者の死亡で終了する給付型である。第３が一定の
期間に限る給付型である。期間満了以前に不法行為被害者すなわち年金受
給者が死亡すれば、年金保険契約書に記載された受取人が期間満了まで年
金を受給することになる。そして第４が一定の期間に限定するものであ
る（57）。これらに共通するのはあくまでも一括ではなく定期的受給というこ
とである。
　定期的に賠償に代わる年金の支払いが定期金賠償の利点となるため、こ
れは救済そのものではなく救済方法となる。したがって、大規模不法行為
の多数被害者と多額な被害という性質に直接対応するものとはならない。
大規模不法行為においては、従前よりクラス・アクションや広域係属訴訟
手続が用いられた経緯があるが、これらには同一損害にもかかわらず個別
の訴えにより損害賠償額が相違することを回避する利点も存在した。この
（56）　Babener, supra note 24, at 63. では、定期金賠償を交渉する加害者および損害保険
会社に独占的利益を与えることを指摘するが、少数の弁護士のみが代理できること
により、被害者の代理人にも独占的利益を与えることになることが想定されよう。
（57）　Dyer, supra note 55, at 22, 227.
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意味で、大規模不法行為では何らかの主観的または客観的併合が必要とさ
れるはずである。
　以上を考慮すると、内国歳入法第468B条所定の指定和解基金
（designated settlement fund）（58）を媒介とする方法が大規模不法行為には適
している。当該基金は適格和解基金（qualified settlement fund: QSF）と
も別称される。不法行為加害者が賠償金をこれに組入れて、ここから被害
者に賠償を行うものである。指定和解基金を媒介にすると、当該基金が加
害者の責任を引受け、加害者は訴訟の被告となることを回避できる利点が
ある。また被害者を特定する前に、加害者に和解交渉を開始させて賠償金
を組入れることも許容している。適格和解基金による賠償は内国歳入法第
130条により適格債務引受と推定され免税措置がとられるとともに、定期
金賠償と同様に一定の被害補償を定期的に行うことも可能である。適格和
解基金は大規模不法行為とりわけアスベスト事案など有毒物質不法行為の
対応のために考慮されたものとされている（59）。また被害者数が特定できな
い爆発事故や火災などの案件にも適切であるとも評価されている（60）。
　適格和解基金は定期金賠償とは異なり、基金内部での譲渡という観念
はない。定期金賠償における年金の譲渡は当該基金では想定外のため、
譲渡益への課税の是非を巡る問題も発生しない。財務省規則（Treasury 
Regulation）によれば、適格和解基金は裁判所または行政庁の命令によ
り設立され（61）、基金運用を目的として管理者（administrator）が任命さ
れる（62）。実際に内国歳入法 468B条が大規模不法行為を対象として制定さ
れ、適格和解基金は複数の係争中の請求を処理する目的をもつと解釈され
（58）　I.R.C. § 468B.
（59）　William L. Winslow, Resolving Mass Torts with Designated Settlement Funds, 30 TRIAL 
82 （1994）.
（60）　Richard B. Risk, Jr., A Case for the Urgent Need to Clarify Tax Treatment of a Qualified 
Settlement Fund Created for a Single Claimant, 23 VA. TAX REV. 639, 659 （2004）.
（61）　Treas. Reg. § 1.468B-1（c）（2）.
（62）　Babener, supra note 24, at 62．
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ている（63）。そこで、当該基金により定期金で損害賠償を給付する方法が、
税制面の問題を含めて有効であると推定できるのである。
　基金を媒介とすれば、そこから給付される賠償額は他者との比較で決定
される。一方で定期金賠償であれば、年金保険給付額は代理人の交渉によ
り高額化することが否めない。そこで被害者がより多額な賠償を得るとい
う目的に立てば、定期金賠償の方法が基金よりもより好ましいものとなる
のは疑いない（64）。しかし、大規模不法行為の特徴である多数被害者との関
係からは賠償額の差が発生するため、定期的に賠償を支払う点以外は大規
模不法行為に対して必ずしも好ましい方法とはいえない。
　定期金賠償を巡る最近の議論には、大規模不法行為を目的に制定された
内国歳入法第468B条を適用して、個々の賠償請求に対応すべきであると
する主張がみられる（65）。同条所定の適格和解基金は多数請求以外も対象と
していることと（66）、現行の定期金賠償では被害者以外が利益を得るだけな
ので、被害者救済のための定期金賠償へ変容させるべきと述べるのであ
る（67）。したがって大規模不法行為の被害者救済においては、これらの主張
が示す定期金賠償の問題点を踏まえると、現行の定期金賠償よりも内国歳
入法第468B条の適格和解基金による賠償の方が有効といえよう。
おわりに
　定期金賠償の方法は賠償責任保険金を原資とした年金保険が定期的に賠
償を支払う、一般不法行為の加害者および被害者にとり有効なものであ
る。なぜなら、加害者は年金保険に加入することで賠償義務を履行し、被
害者は生涯または一定期間の賠償に対応した年金給付を受けて生活の安定
（63）　Treas. Reg. § 1.468B-1（c）（2）.
（64）　この点につき、基金から得られる賠償よりも定期金賠償方法がより多額となる指
摘がある。See, Dyer, supra note 55, at 22,225-226.
（65）　Risk, supra note 60, at 660; Babener, supra note 24, at 67.
（66）　Risk, supra note 60, at 660.
（67）　Babener, supra note 24, at 79.
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が図れるからである。しかし、定期金賠償が実際に不法行為当事者すべて
を満足させているかについては疑問が残る。年金保険譲渡の増加が示すの
は、被害者の一括賠償への期待である。そこで、定期金賠償の真価が問わ
れるのは、年金保険の譲渡を媒介する債権割引会社の利益に課税されたと
きであろう。その際に年金保険の譲渡が減少し、年金債権割引市場が縮小
すれば、被害者にとり一括賠償が好ましいことになる。
　また大規模不法行為での定期金賠償の有効性に限定すると、一括賠償に
よる加害者への経済的過負担を回避するものではないことが理解できる。
さらにその発展背景は個別的な和解によるものであったため、大規模不法
行為に必ずしも有効とはいい難い。サリドマイドは大規模な薬害事件で
あったが一括した処理の下で行われたものではなかったからである。大規
模不法行為のアスベスト損害（68）と比べサリドマイド事件では、被害者が
比較的少数であったためと推定できるのである（69）。
　1990年代後半以降、大規模不法行為事件でクラス・アクションの成立
が否定されている傾向をみれば（70）、大規模不法行為の訴訟による一括した
処理は困難となっている。この意味で大規模不法行為では定期金型の賠償
方法は大規模賠償処理型の適格和解基金によるものになる可能性がある。
そして、定期金賠償は今後個別的な紛争処理において一層用いられること
が推定されるのである。
（68）　アメリカでは、アスベスト被害者数は不明であるが、アスベストに曝露した者
は2,700万人から１億人と推定されている。See, Report to the Chairman, Committee 
on the Judiciar y, House of Representatives, ASBESTOS INJURY COMPENSATION: 
THE ROLE AND ADMINISTRATION OF ASBESTOS TRUSTS 1 （2011）. http://gao.gov/
assets/590/585380.pdf. で入手可能（最終確認、2017年１月27日）。
（69）　わが国におけるサリドマイド生死産児は936名である。読売新聞1968年４月24日
朝刊７頁。また、FDAがサリドマイド系薬品を認可していないため、表面上はアメ
リカでの生死産児はないことになる。
（70）　楪博行「大規模不法行為クラス・アクション―その成立要件の検討―」白鷗法学
第22巻１号129頁 （2015） 以下参照。
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